
子育て支援関係事業の取組状況  

事筆名   16年度実績   17年度実績   
18年度実績  
（交付決定ベース）   

プラン目標値   

通常保育事業   205万人   208万人   211万人   

（保育所定員数）   （平成17年4月1日現在）  （平成18年4月1日現在）   （平成19年4月1日現在）   
215万人  

放課後児童クラブ   
15，184か所   15，857か所   16，685か所   

（平成17年5月1日現在）  （平成18年5月1日現在）   （平成19年5月1日現在）   
17，500か所  

地域における子育て拠点の整備   2，936か所   3，629か所   4，130か所   6，000か所   

－つどいの広場   154か所   480か所   694か所   1，600か所   

・地域子育て支援センター   2，782か所   3，149か所   3，436か所   4，400か所   

ファミリーサポートセンター   344か所   437か所   480か所   710か所   

一時保育■特定保育事業   5，534か所   6，219か所   7，580か所   9，500か所   

ショートステイ事業   364か所   481か所   643か所   870か所   

トワイライトステイ事業   134か所   270か所   524か所   560か所   

病児・病後時保育事業   496か所   598か所   688か所   1，500か所   

延長保育事業   12，954か所   13，083か所   15，261か所   16，200か所   

休日保育事業   607か所   681か所   798力＼所   2，200か所   

夜間保育事業   
64か所   66か所   69か所   

（平成17年4月1日現在）  （平成18年4月1日現在）  （平成18年11月1日現在）   
140か所  

（注1）「16年度実績」は、平成16年度終了後における各事業の実績値。（子ども・子育て応援プラン策定時は、まだ平成16年度の事業が実施途上であった  

ことから、プランには実施見込み数で表記していたため、上記の数値とは異なっている。）  

（注2）平成18年度実績（交付決定ベース）における延長保育事業については、公立分6，285か所、民間分8，976か所となっている。  
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子育て支援関係事業の地域の取組状況  

○ 各種子育て支援サービスの実施状況を見ると、自治体間の差が大きい。  

平成17年虎子育て支ほ関係事業実績（都道府県別〉  平成17年直子百て女i簑俣】イ尭弟巣美1疲（東5頁看爪j  
50一｝75％  

ト地域の千鶴て立1i地鳥  
つどいの広」曝暮♯、地土t  

子萬て支I鼠センター事兼）   

北海道  28．4ヤb   26．8？っ   5．即♭   5．即b  

54．3％   6臥2も   7．5qム   7．5巧占  

33．3？i 4ti．0㌔   20。Ohム   1148h   
宮城捏  27．40G   22．4じ∩   19．4ゃも   Z5．0？a   

秋臨県  ：i～I．1ヲト   b6，4％   1ユタ。Oqれ   【iU二も   

山形畏  38．11■ち   53．2％   25．7サも   31．4？D  

2ト／ヤキ   30．8％   ■ ■   9．馴〉  

22、79ム   34．100  
21．2？h   1Z．1？n  

48．39ゎ   66．代   17．9りム   12．80〔  

4トら蔑   58．3も   47．9qn   26．8？口   

干魚累  29．8％ 43．即）   25．Oqh   21．4qh  
8．9㌔   33，9？♭  

鋸   3／l．1ヤゎ  37．1¢n   

新潟朋  52．5％  14．3？□   

冨山覧  Ⅶ   4仁7ヤ♭  26▼78q  

67．6％  52．6㌔  

49．4？已．  35．38ム  

40．2（も   51．5亀   13．81）も   51．7％  

42．5？も   6丁．4％   9．9㌔   14．88p  
23．8■キム   26．2乍さ8  

33．3qロ   19－Oqb  
27．7㌔   33．1Gゥ   48，4■1b   40．69p  
4／．1ワヒ 28．5悔   34．5qも   27．即h  

45．0ひり   64．0％   26．9■Ib   23、l？○   

京都府  37、0ワi 45．3㌔   28．6qっ   42．9年ム   

大阪府  42．9％    69．8鴇  4ト9？8  
21．0？長   67．ヰ％   36 69n 2乙0？ら   

奈良は  3：ノ．門）   4：！．1Gb   1D．こiO♭   20．bqn   
相敬山！某  22．即♭   16．9％   10．0？ム   6．7？○   

鳥取ち崇  ／1．／％   55．0％   ：；6．持中小   10．b？¶  

徳島捏   34．8守ら  
香川県  
愛娘髄  31．0り¢   55．2％   20．0りi   10，0？n   

高畑根  23．5？占   13．6nら   2．9q¶   8．即b  

26．1％   60．0％   17．48b   23．2？8  

29．8ウふ  臥7りh  13．Oqh  
40．5％  

57▲1％  

3ト0％   50．3％   27．R㌔   27．即D   

常崎掴  26．即さ   74．1％   6．5申p   12、90b   
他児島県  フ0．4％   35．＝‡．   4．1一号ム  14．3やD   
沖瑚闇  32，1㌔    9．即h  29．3やb   
合計  ：i5．9？， 61．5tも   7：i．7㌔   71ノqD   ■蚕り†Zイニつしヽては異境lか析敷こ▼公立中字接蝕 し‖は．5ほ与点－．ユ14・につしヽては⊂）は弄施，メ1ま未実施．  

弾け土色】■の子「■で支！貨拠点lニついでは、兼帯一瓢事】虫事j■により買方鴨さjtている「子ども雫応＿支1糞1ごンク【」†ユ角まない。  14   藁1．1むについては舅飽かげお【さ・む二正中手枕敷 什‖臥51粥点■、ユl寸については其施汀i書7村数⊥都道府県内i巨町f寸かIl＝臥コ．3川卑点）  

l＝より書出 



次世代育成支援対策推進法の概要  
次世代育成支援対策推進法（平成17年4月から10年間の時限立法）  

地方公共団体及び事業主に対し、次世代育成支援のための行動計画の策定を義務づけ、  

10年間の集中的・計画的な取組を推進  

○国において地方公共団体及び事業主が行動計画を策定する際の指針を策定。   

業主行動計画の策定  
（D一般事業主行動計画（企業等）   

→大企業（301人以上）：義務  

中小企業（300人以下）：努力義務  

一定の基準を満たした企業を認定  

事業主行動計画（国‘地方公共団体   

→策定・公表  

地方公共団体行動計画の策定  

（D市町村行動計画  

②都道府県行動計画  

→地域住民の意見の反映、計画の   
内容・実施状況の公表 等  

策定支援等  
施策■取組への協力等  

次世代育成支援 対策地域協議会  

一都道府県、市町村、事業主、社会福  
祉■教育関係者等が組織   

次世代育成支援対策堆進センター  

・事業主団体等による情報提供、相談等  
の実施   



次世代法に基づく行動計画策定の現状  
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地方公共団体の行動計画の推進  
○市町村及び都道府県は、次世代育成支援対策推進法に基づき、行動計画を策定、公表。（平成  
18年10月1日現在で、すべての市町村が行動計画を策定）  

○策定された行動計画を集計すると、以下のような子育て支援事業の拡充が盛り込まれている 。  

子ども・子育て応援   

プランの目標値   

215万人  

平成17年4月  平成21年4月  

通常保育事業（保育所定員数）  205万人  221万人  

平成17年5月  平成21年度  

放課後児童クラブ事業（クラブ数）  15，184か所  17，509か所  

平成16年度実績（国庫補助事業）  平成21年度  

子育て拠点の設置  

・地域子育て支援センター（施設数）  

つどいの広場（か所数）  

ファミリt・サポートセンター（か所数）  

2，936か所  

2，782か所  

154か所  

344か所   

6，432か所  

4，570か所  

1，862か所  

819か所   

6，000か所  

4，400か所  

1，600か所  

710か所  

一時・特定保育事業（保育所数）  

ショートステイ事業（施設数）  

トワイライトステイ事業（施設数）  

病後児保育事業（施設数）  

5，534か所  

364か所   

134か所  

496か所（派遣型含む）  

10，182か所  

838か所  

585か所  

1，422か所（派遣型含む）  

9，500か所  

870か所  

560か所  

1，500か所  

延長保育事業（保育所数）  

休日保育事業（保育所数）  

夜間保育事業（保育所数）  

12，954か所   

607か所  

64か所（17年4月）  

16，630か所  

1，978か所  

157か所  

略200か所  

2，200か所  

140か所   



次世代法に基づく企業の行動計画策定・実施について  

○届出状況（平成19年9月末時点）   

301人以上企業の97．6％  
行動計画例  

1計画期間 平成○年○月○日～平成○年○月○日まで  

2 内容   

目標1計画期間内に育児休業の取得状況を次の水準に  

する  

男性：年に○人以上取得  

女性：取得率○％以上  

対策 平成○年○月 管理職を対象とした研修の実施  

平成○年○月 育児休業中の社員で希望する者  

を対象とする職場復帰のための講習会を年に○回  

実施  

目標2 ノー残業デーを月に1日設定する。  

対策 平成○年○月 部署ごとに検討グループを設置  

平成○年○月 社内報などでキャンペーンを行う  

認定基準  

■行動計画の期間が、2年以上5  

年以下であること。  

・策定した行動計画を実施し、そ  
れに定めた目標を達成したこと。  

・3歳から小学校に入学するまで  

の子を持つ労働者を対象とする  

「育児休業の制度または勤務時  

間短縮等の措置に準ずる措置」を  

講じていること。  

・計画期間内に、男性の育児休業  
等取得者がおり、かつ、女性の育  
児休業等取得率が70％以上だっ  

たこと。  など   

300人以下企業 7，811社   

規模計虐出企業数20．772社  
（300人以下届出企業数19年6月末 6，484社）  

○認定状況（平成19年9月末時点）  

認定企業  366社  

審査中の企業  ユ旦廷  

ーポ〆卜し  

ぐ亡  

目標○ ‥・  

対策 ・・・  

＿
 
 
＿
 
■
 
 

次世代認定マーク「くるみん」  



公表サイト（両立支援のひろば）に掲載された行動計画の例   

URL：http：／／www．ryouritsushien．jP／index．php  

まJ企業データ詳細  
現在の登録企業  

288社  

（2007年12月18日現在）  

株式会社 長岡塗装店  

建設業  

従業員数 20名（うち女性5名）  

島根県松江市西嫁島1－2－14   

0852－26－1641   

0852－26－1643   

塗装工事業・防水工事業・とび土エ・建築一式  

企業名   

業種  

企業規模   

所在地   

電話   

FAX   

事業概要  

一般事業主  

行動計画  

行動計画策定  

社員が仕事と子育てを両立させることができ、社員全員が働きやす  

い環境をつくることによって全ての社員がその能力を十分に発揮でき  

るようにするため、次のように行動計画を策定する。   

1．計画期間平成17年4月1日から平成19年3月31日までの2年間   

2．内容  

目標1計画期間内に小学校から高校に就学している子どもの看  
護のための有給休暇を延べ5日取得できる制度の導入  

＜対策＞  

・平成17年9月制度の実施にむけて役員研修を行う  

・平成18年1月～制度の理解促進のため、部署ミーティングにて説   

明を行う  
・平成18年4月～制度の導入並びに社内報を作成し社員に周知す   

る   

目標2 年次有給休暇の取得の促進のための措置の実施  

＜対策＞  

・平成17年9月年次有給休暇取得の現状を把握する  

t平成17年10月～計画的な取得にむけて役員研修を計画期間に3   

回行う  

・平成18年4月～各部署において年次有給休暇の取得計画研修  

を策定する  
・平成18年10月～社内報などで社員に周知する   

目標3 子どもが保護者である労働者の働いているところを実際に  

見ることが出来る「子ども参観日」の実施  

＜対策＞  

・平成17年10月社内で受入方法や体制について検討する  

・平成18年3月社内報などで制度を社員に周知する  

■平成18年4月～参観日を年1回設定し、開催する   

ヽ取組事例の問篤∵検索   

ヽ取韻事例の新規畳鯨   

ゝ両立指簸で企親許斬   

ゝFF企筆談彰間遠情報   

ヽこ利用にあたって  

わお問い合わせ  

ねサイトマップ  

我が社の両 子供の看護のために子供1人につき年間5日の  
有給休暇付与（高校卒業まで）  

保育所の糞用の3分の1を助成  

始業・就業時刻の繰り上げ・繰り下げ  

1時間までの育児短時間勤務制度  

子育て中一妊娠中の従業員の休憩室新設とマッ  
サージチェア・空気清浄機の購入  

1週間の所定労働時間を1時間短縮  

育児休業取得者の代替要員を確保  

2004年H15年度働く人と家庭にやさしい事業所  
表彰（島根県商工労働部政策課）  

2005年子育て応援団賞受賞 子育てしやすい雇  

用環境部門（島根県青少年家庭課少子化対策推  

進室）  

立自慢  



行動計画策定のメリット  

「人材の定着」（42．5％）、「社員の意欲や満足度の向上」（40．9％）、「社会  
貢献企業としてのイメージの向上」（34．0％）にメリットがあるとしている。  

0   10   20   30   40   50   60（％）  

□社員の意欲や満足度の向上   

日生産性の向上   

口人材の定着   

□人材の採用に有利   

田社会貢献によるイメージの向上   

田子育て支援に関する助成金等を受け   

るのに有利  

団女性の活用に役立つ   

□仕事の進め方・時間管理の改善につ   
ながる  

固持にメリットはない  

企業規模計  

300人以下  

301人以上  

資料出所：ト一般事業主行動計画策定支援事業報告書（平成18年）」  

（厚生労働省委託事業全国中小企業団体中央会）より厚生労働省において作成 20   



計画策定の妨げとなる点  

計画策定の妨げとなる点として、「どのような計画をつくればよいのか分からない」  

（31％）、「人手が不足していて計画策定にまで辛が回らない」（30％）が多い 。  

計画の策定に、どのようなことが妨げとなるか  

10  20  30  40（％）  

田どの様な計画をつくればよいのか   

わからない  
園計画の策定や届出が面倒   

□人手が不足していて計画策定にま   
で辛が回らない  

ロコスト面の負担増   

国法律の範囲で制度を設けており、   

それ以上の上乗せは困難  
田子育て期の社員がいない   

田自社にとってメリットが少ない   

□特に妨げとなる点はない  

企業規模計  

300人以下  

301人以上  

資料出所：「一般車業主行動計画策定支援事業報告書（平成18年）」  

（厚生労働省委託事業全国中小企業団体中央会）より厚生労働省において作成  21   



向けた取組の効果  認定取得に  

「認定申請をする考えがある」企業のうち22．1％が何らかの男性の育児休  
業取得促進策を実施しており、今後、検討する予定を含めると、5割を超える。   

男性の育休取得促進策の実施状況（次世代法の「認定」希望の有無別）  

0％  20％  40％  60％  80％  100％  

「認定」を申請する考えがある  

「認定」を申請する考えはない  

行動計画をまだ作成していない  

日対策をとっている  

ロ今後、検討する予定  

口特段の対策はとっていない  

口無回答  

資料出所：「仕事と家庭の両立支援にかかわる調査（平成19年）」  

（（独）労働政策研究・研修機構）  22   



認定企業における男性の育児休業取得の状況  

認定企業における男性の育児休業  

取得者数  

認定企業における男性の育児休業  

取得期間  

0％  20％  40％  60％  80％   100％  0％  20％  40％  60％  80％   100％  

1001人以上  
1001人以上  

301～1000人  
301～1000人  

00 101～300人  
101～300人  

100人以下  
100人以下  

ロ1日～2日  

ロ3日～5日  

□6日以上～1ケ月未満  

□1ケ月以上～2ケ月未満  

田2ケ月以上～6ケ月未満  

ロ6ケ月以上～1年未満  

田1年以上  

口1人  

口2人  

口3人～5人  

口6人以上  

※1社につき2人以上の男性の育児休業取得者がいる場合には、   

最も長い育児休業取得者1人の期間  

（平成19年9月末現在・厚生労働省調べ）  
23   



次世代育成支援対策に関する地域における取組体制  

都道府県／市町村  事業主  

一般事業主行動計画   

→仕事と子育ての両立支援のための雇   

用環境の整備等を内容とする行動計   

画（概ね2～5か年）  
＊大企業：義務、中小企業：努力義務  

＊一定の要件を満たした事業主を認定   

地域行動計画   

→地域における子育て支援や   

母性、乳幼児の健康の確保・   

増進、教育環境の整備等を内   

容とする行動計画（5か年）  

特定事業主行動計画   

→国及び地方公共団体等の   

職員の仕事と子育ての両   

立支援のための行動計画   

（概ね5か年）  

厚
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参加  

恩  
「くるみん」  

施策・取組への協力  

ヽ、 し′  

次世代育成支援対策地域協議会  
：・地方公共団体、事業主、子育てに関する活動を行う地域  
：活動団体、保健■福祉・教育関係者等が組織  
：＊市町村及び都道府県の行動計画の策定やこれに基づく措置の実  

： 施に関する意見交換  

次世代育成支援推進センター  
・指定事業主団体による行動計画策定  

に関する情報提供、相談等の実施  
＊行動計画の策定・実施に関する講習会   

の開催  

＊仕事と子育ての両立支援のための雇用   
環境の整備についての相談  等  

※指定状況（19年11月現在）  

＊一般事業主行動計画の策定やこれに基づく措置の実施に関する  

： 情報交換   

＊地域における子育てサービスの在り方等についての検討の実施  
＊家庭教育への支援等についての検討の実施  等  

※設置状況（18年10月1日現在）  

l、設置済み、今後設置予定、既存の審議会等の活用を合わせると、  全国で94団体を指定   
、、▲85．9％の地方公共団体で対応  
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次世代育成支援対策推進法関係の主な決定  

◎次世代育成支援対策推進法（平成十五年七月十六日法律第百二十号）  

附則  

（検討）  

第三条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律の施行の状   
況を勘案し、必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果   
に基づいて必要な措置を講ずるものとする。  

◎新しい少子化対策について（平成18年6月 少子化社会対策会議決定）  

2 新たな少子化対策の推進  

（1）子育て支援策  

Ⅱ 未就学期（小学校入学前まで）  

次世代育成支 ⑤ 行動計画の公表等 援対策推 進法の改正の検討  

【資料】  

2 新たな少子化対策の推進  

（1）子育て支援策  

Ⅱ 未就学期（小学校入学前まで）  

次世代育成支 ⑤ 行動計画の公表等 援対策推進法の改正の検討   

次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画の公表と従業員300人以下の企業の   

行動計画策定を促進する。また、取組を強化するため次世代法の改正を検討する。  
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